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今後検討すべき対応策の方向性について（案） 

 

【主なポイント】 

① 政策立案機能の強化 （例： 外部からの情報収集力や分析力の向上など） 

② 国会対応の改善 （例： 答弁作成能力、国会待機の改善など） 

③ 広報機能の強化 （例： 積極的な施策ＰＲや戦略的な説明の展開など） 

④ 業務改善の徹底 （例： 業務改善の意識改革、外部機関等の活用など） 

⑤ 幹部職員の在り方の改革 （例： 管理職の意識改革やマネジメント能力向上など） 

⑥ 超過勤務の対策 （例： 職員ごとの勤務時間の把握、勤務時間の平準化など） 

⑦ 組織体制の改革 （例：業務の平準化、機構改革など） 

⑧ キャリアパスの充実 （例： 幹部人事、採用種・職種を超えた人事など） 

⑨ 健康管理の徹底 （例： ワークライフバランス、心身の健康管理など） 

⑩ 人材育成・交流の充実 （例： 資格取得・大学院進学等資質向上の研修の充実、積

極的な出向・人事交流など） 

⑪ 再就職問題の対応 （例：研修の充実・改善など再発防止策の着実な実施） 

⑫ その他  

等 


